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はじめに

１　点検・評価の趣旨

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正に伴い、平成２０年度から教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することが義務づけられました。

　　本市教育委員会は、法改正の趣旨に則り、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たすため、施策及び事務事業に関する点検・評価を実施し、報告書を作成しました。

· 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）（抜粋）

	（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第27条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。


２　点検・評価の対象

　　点検及び評価は、東かがわ市教育基本計画に掲げる主要な取組を点検・評価の対象にしています。

３　点検・評価の方法

　　点検及び評価は、取組ごとに平成２３年度の取組み実績を明記するとともに、成果や課題等を分析し、今後の取り組みを明記しています。

４　学識経験者の知見の活用

　　点検及び評価の客観性を確保するため、教育に関し学識経験を有する方のご意見をお聞きする、「東かがわ市教育委員会の事務点検評価委員会」を設置し、教育委員会が委嘱した3名の委員から、取組について評価をいただくとともに、ご意見、ご助言等をいただきました。

委嘱した3名の委員は、次のとおりです。

（五十音順　敬称略）

	氏　 名
	所　属　等

	EQ \* jc2 \* "Font:HG正楷書体-PRO" \* hps13 \o\ad(\s\up 12(かわきた),川北)　EQ \* jc2 \* "Font:HG正楷書体-PRO" \* hps13 \o\ad(\s\up 12(ふみ),文)

EQ \* jc2 \* "Font:HG正楷書体-PRO" \* hps13 \o\ad(\s\up 12(お),雄)
	元香川県副知事

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(さかね),阪根)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(けんじ),健二)　
	鳴門教育大学大学院　学校教育研究科　教授

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(たか),髙)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(た),田)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ちなみ),千浪)
	元東かがわ市教育基本計画策定検討委員会委員


５　点検・評価結果の公表

　　市民への説明責任を果たすため、本報告書を議会へ提出するとともに、東かがわ市ホームページに掲載するほか、市役所各庁舎口に備えつけるなど、点検及び評価結果の積極的な公表に努めます。　

東かがわ市教育基本計画
に基づく

今後６年間にとるべき主な取組
基本方針１　地域全体で教育の向上に取り組む
１―①　家庭の教育力の向上を図る
【施策】家庭の教育力の向上に向けた総合的な取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	親育ちプログラム(NP)事業

（生涯学習課）

（子育て支援課）
（教育支援センター）
	保護者同士がつながりをつくり，それぞれのもつ問題の解決に向けて積極的に参加できるプログラムを実施する。保護者が自信をもって安心して子育てが出来るように，家庭教育への支援の強化を図る。

	平成23年度の主な取組
	認定ファシリテーター養成講座を受講した、生涯学習課・子育て支援課・教育支援センターの職員が、年に２回のＮＰ（ノーバディーズ・パーフェクト）を開催した。

	成果及び課題
	当事業は本年度で２年目となり、回数を重ねるごとに口コミによる参加者が増加している。２回の実施で、計２５名の母親が参加した。また、ＮＰ終了後も参加者同士がつながりを保ち、今後のグループのあり方について積極的に話し合うことができた。
参加者の募集方法について、健診等でのチラシ配布を行うなど検討が必要である。

	今後の取組
	引き続き実施し、ＮＰを終了したグループの母親が新たに悩みを持つ人に、助言や話を聞いてあげられるような広がりを持ってもらえるよう取り組む。

	
	

	家庭教育学級開設事業

（生涯学習課）
	生涯学習や子育て支援，家庭教育に関する学習の機会を拡充し，保護者が子育てに関する現在の様々な課題に対応できるよう，親としての教育力を高め，更には相互の交流や情報交換を図る。

	平成23年度の主な取組
	市内全保育所・幼稚園・小学校（１９施設）で家庭教育学級を開設した。グループ相談事業、人権研修も必修で実施し、充実した取り組みができた。

	成果及び課題
	保護者間の交流、意見交換、また各所・園・校が家庭教育に関する様々な工夫を凝らした事業を実施した。より多くの保護者に参加してもらい、一人でも多く家庭教育に関する知識、情報を得てもらえるよう、さらなる工夫が大切である。

	今後の取組
	参加者にアンケートをとり、実施した家庭教育学級での効果測定及び今後必要な学習のメニューを提供できるよう検討する。


【施策】幼稚園等を活用した子育ての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭教育学級強化事業
（生涯学習課）
（子育て支援課）
	親育てや子育て支援を目的として，子育てに関する講演会や学習会を家庭教育学級で実施する。

今後，研修内容として食育教育や相談事業を特に強化して実施する。　

	平成23年度の主な取組
	小児科医師による子育て講話、栄養士による栄養講話、調理師学校講師による親子料理教室、家庭教育推進専門員による子育て談話等、講座内容を工夫し、家庭の役割について認識を深めた。

また、保護者が参加しやすいようにクラス単位の実施も行った。

	成果及び課題
	各幼稚園で８～１０回実施した。親子の活動日や参観日に合わせるなど実施日や内容等を工夫することにより参加率が上がった。会を通して、子育てについて学ぶとともに、悩み等を気軽に話し合える保護者同士の交流の場となりつながりも深まった。

	今後の取組
	親子のふれあいの場から保護者への学びの場へとつながるように子育て支援の情報を積極的に提供する。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
親育ちプログラム（ＮＰ）事業、家庭学級開設事業、家庭教育学級強化事業では、開設施設や実施回数の充実、参加者の増加などから、家庭の教育力の向上に資する取り組みが行われていたものと思われる。特に、親育ちプログラム（ＮＰ）事業では、昨年の事務点検評価委員会で指摘した行政の縦割りの状況を改善し、関係各課が相互に連携し、質の充実を図った点は、高く評価できる。今後、募集方法などを検討し、さらなる発展を期待したい。

　　「教育の原点は家庭にある」ことをさまざまな機会をとらえ、一層周知、啓発するとともに地域全体で家庭教育の支援に取り組めるよう、総合的な施策を推進していただきたい。


１―②　家庭・学校・地域の連携・協力を強化し，地域全体の教育力の向上を図る
【施策】地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを育む活動
	事　業　名
	内　　　　　容

	ボランティア活動事業
（学校教育課）
	各校でボランティア活動に取り組んでもらえる地域人材を募集し，子どもたちと共に活動する場を設けることで，地域・学校・保護者をつなぎ，地域ぐるみで子どもたちを育む。

	平成23年度の主な取組
	市内全小学校と１中学校で読み聞かせや登下校時の見守り活動、教科等の学習(サトウキビ栽培、陶芸等)での支援などを行った。

	成果及び課題
	児童生徒は、ボランティアと共に生き生きと活動に取り組んでいる。
学校の統合・再編を行っているので、調整中の学校が複数ある。

	今後の取組
	継続して実施し、学校に必要なボランティア活動について、広く人材の募集を行う。


	学校支援ボランティア推進事業
（生涯学習課）
	地域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」を設置し，地域全体で学校教育を支援する体制づくりを行う。

	平成23年度の主な取組
	引田小学校、引田中学校、三本松小学校の３校で実施した。通学、クラブ活動、学校行事、読書ボランティア、環境整備の支援を行った。

	成果及び課題
	引田中学校では、生徒が読み聞かせのワークショップを受け、引田小学校の児童に読み聞かせをするなど、支援を受けるだけでなく、その後の活動に広がりをもてた。また、三本松小学校のクラブ活動の支援では、専門の先生が来てくれることでより高度な技術を習得できる機会を得ることができた。

	今後の取組
	現在３校実施しているが、さらに学校との連携を密にし、学校が望む支援ができる体制を構築する。


【施策】家庭・地域と一体になった学校の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業
（学校教育課）
	運動会や文化祭等，学校で開催する行事について，家庭，地域，自治会等の協力を得て一体化実施を推進する。
（モデル校：福栄小学校，大川中学校）

	平成23年度の主な取組
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民と共に竹細工やわら細工等の伝承細工の実施、文化祭の合同実施等を行った。

	成果及び課題
	家庭、地域、自治会等の協力により、児童生徒がふれあいの機会をもち、地域への愛着をもつことにつながっている。

	今後の取組
	運動会で実施している学校が多いが、他の行事にも拡大できるよう調整する。


【施策】放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	わくわくチャレンジ教室開催事業
（生涯学習課）
	学校週５日制で休日となった土曜日に，小学生を対象に地域住民が講師となって各種教室を開催・運営する。参加している子どもたちが，地域の講師や学校・学年の違う子どもたちと交流しながら各種の体験をすることにより，地域の教育力の向上を図る。

	平成23年度の主な取組
	各公民館等で地域の方々が講師（３０名）となって、１４教室を開講し、１８０名の児童が参加した。

	成果及び課題
	児童の自主性や社会性を育てる活動や機会の充実が図られた。
土曜日授業の実施に伴い、受講生の数が減少している。

	今後の取組
	　子どもたちが自主性や社会性を育て、豊かな心を育むよう健全育成に努める。
　土曜日授業と少年少女発明クラブ等、土曜日開催の行事について調整する。

	

	少年少女発明クラブ開催事業
（生涯学習課）
	子どもたちが科学的な発想のもとに創意工夫に基づく製作活動を行う場を提供し，適切な助言のもと科学的な見方や考え方及び自主性を育てる。また，作品を完成させる喜びを味わわせることで，豊かな人間形成に寄与する。

	平成23年度の主な取組
	毎月第２･４土曜日に白鳥本町コミュニティセンターにおいて、指導者９名、クラブ員７名で開催した。

	成果及び課題
	第６７回香川の発明くふう展に出展し、東かがわ市長賞１名、平賀源内先生顕彰会会長賞１名受賞した。

	今後の取組
	次代を担う青少年に、「ものづくり」に親しむ環境を整え、ものづくりに携わる人材育成に努める。
土曜日授業とわくわくチャレンジ教室等、土曜日開催の行事について調整する。

	

	放課後子どもプラン事業
（生涯学習課）
	学習アドバイザー，安全管理人の人員の確保に努め，各教室の内容の充実に努めるとともに，行政と学校，地域，保護者との交流の中で，一層の連携を図る。また，放課後子ども教室(推進事業)と放課後児童クラブ(健全育成事業)の良い面を取り入れながら一体的に実施し，放課後子どもプランの充実を図る。

	平成23年度の主な取組
	引田小学校区では、大きな問題もなく放課後児童クラブ、子ども教室を一体的に実施できた。また、その他４校区では子ども教室のみを実施した。

	成果及び課題
	各教室とも工夫し、充実したプログラムを展開できた。学校から教室までの移動距離が長いところは危険が多く、スタッフの増員が必要である。また、特別な支援の必要な児童の加入もあり、こちらもスタッフの増員が急務となっている。

	今後の取組
	参加児童の保護者へ教室の趣旨を意識付けて理解、協力を得、スムーズな運営を図る。
今後の学校統廃合を考慮し、教室開催日の増を見込み、放課後子ども教室コーディネーターの養成、スタッフの養成に取り組む。


	放課後児童クラブ健全育成事業
（子育て支援課）
	放課後の子どもの居場所として，遊具等の充実を図り安全で安心な環境を確保する。今後も待機児童をつくらないことを目指す。


	平成23年度の主な取組
	地域ボランティアや児童福祉に携わる人と連携を図りながら、心身ともに健やかに活動できる居場所づくりとして体験型の遊びを提供した。

	成果及び課題
	地域ボランティアやさぬきこどもの国から支援員を招き、ふれあいの場を設けたことで造形遊びや音楽体験など遊びの幅を広げた。また、その遊びがつながり、土曜開設日に実施しているクラブ間交流もスムーズに行えた。

	今後の取組
	平成２５年度の大内小学校統合に向けて、子どもへのかかわり方、支援の方法等について研修を重ね、指導員の資質向上に取り組む。


【施策】青少年を有害環境から守るための取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	有害環境対策推進事業
（生涯学習課）
（少年育成センター）
	　青少年のインターネットの適切な利用に関する教育及び広報啓発活動，フィルタリングの利用普及を推進する。さらにインターネット上のトラブルに関しては，ネットアドバイザー(県教委)の役割等を周知し，相談を促進する。

	平成23年度の主な取組
	・市広報紙２月号で『安全にインターネットを楽しもう！』と題し、「情報モラルの厳守」「フィルタリングの活用」「家庭でのルールづくり」についての広報を行った。
・小学校６年生保護者対象に、携帯電話の危険性についての講習会を開催した。
・市内のＪＲ４駅に設置している白ポストをチェックし、有害雑誌等の回収を月２回実施した。

	成果及び課題
	・個人の利用形態も多様となり、同一の広報手段だけでは目的を果たすことが困難になりつつある。また、保護者の意識が安全性よりも利便性に向いている傾向もみられ、そういった観点からも、携帯電話の安全な使い方について学ぶ場を保護者に提供する必要がある。
・有害雑誌等の回収は、有害雑誌７０３冊、有害ＤＶＤ７４２、有害ＶＴＲ７３枚を数えた。対前年と回収状況を比較すると、有害雑誌が７７％、有害ＤＶＤが２５１％、有害ＶＴＲテープが７２％であった。

	今後の取組
	・香川県青少年保護育成条例の改正点について市民に広報するとともに、インターネットの適切な利用に関する広報啓発活動を地道に続ける。
・保護者対象に携帯電話の安全使用について学ぶ機会が、より多くの保護者に設けられるよう、市ＰＴＡ連絡協議会等に働きかける。
・市内のＪＲ４駅に設置している白ポストのチェック・回収を続ける。


【施策】関係機関の連携による子ども，若者，家庭等に関する支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	ネットワーク支援事業

（教育支援センター）
	市内の関係機関，幼稚園，保育所，小学校及び中学校をスクールソーシャルワーカーが定期的に訪問し，関係機関職員との連携を深め，問題の早期発見と対応，未然防止を行うことを目指す。また，平成22年度から支援対象を「市内の子どもたち」に拡大し，幼稚園・保育所への定期訪問を開始し，子どもへの長期的な支援について関係機関と連携を行う。幼稚園，保育所へは子育て支援課相談員と共に訪問し，関係機関とのスムーズなつながりのある支援を展開する。

	平成23年度の主な取組
	毎月、各関係機関に定期訪問を実施し、問題の早期発見と対応(面接・家庭訪問等)を行った。就学・進学先に対して、前在籍施設等で有効であった支援が継続して行われるよう、関係機関同士をつないだり、情報交換等を綿密に行った。また、不登校児童生徒について、同センター内のふれんど教室へも情報提供を行った。
学校からの「中１ギャップへの対応」のニーズに応え、市内１中学校１年生において年間６回、定期的・計画的にｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを行った。また、昨年度に引き続き、WOWWｱﾌﾟﾛｰﾁを希望する学校に対して行った。
定期訪問では、職員に対するカウンセリング等を希望する施設も増え、対応した。

	成果及び課題
	幼稚園・保育所への定期訪問も定着し、関係機関や就学先とも連携を強めることができ、支援の継続に繋がっている。平成２３年度の相談対象者の総件数は、２,１２２件であった。
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞなど児童生徒に対する授業を９４回、WOWWｱﾌﾟﾛｰﾁなどによる授業参観を８５回行った。定期的にｸﾞﾙﾌﾟﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを実施した中学校では、香川県教育センター研修生が、生徒や教員にも意識の変容が見られたと発表した。
教職員に対するカウンセリングでは、指導・支援が困難な子どもや保護者への対応等に関する相談が多く、教職員が心のゆとりをもつことで、よりきめ細やかな子どもへの支援・指導につながるのではないかと考える。

	今後の取組
	定期訪問を実施するとともに、各関係機関からのニーズに迅速に対応する。

	

	子育て支援ネットワーク事業

（子育て支援課）
	地域交流だけでなく，子育て支援に関わる団体同士の連携を深めるため，２か月毎に子育て支援ネットワーク会議を開催し，子育て支援に関する情報交換や交流活動，子育ての情報発信の拠点として活動する。

また，職員の資質向上のために，各種団体と合同で定期的に研修会や講演会を開催する。

	平成23年度の主な取組
	子育てネットワーク会議及び子育て支援センターネットワーク会議を開催し、情報交換や交流を行った。同会議構成員を中心に「子どもフェスティバル」を開催し、制度等の周知や関係団体間の交流を図った。また、子育て支援従事者対象の研修会を行った。

	成果及び課題
	・子育てネットワーク会議（児童館・教育支援ｾﾝﾀｰ･ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ･子ども教室ほか）の開催
・子どもﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ：11月23日（日）10:00～15:00　交流プラザ
内容：講演会･児童劇･ｺﾝｻｰﾄ･相談･ﾊﾞｻﾞｰほか。約９００人。
・従事者研修会：1月17日（火）10:00～12:00交流プラザ
講師：さぬきこどもの国職員

	今後の取組
	平成２５年度の開催に向け、子どもフェスティバルの見直しを行う。
団体間の連携とＰＲを兼ねて、子育てハンドブックを作成する。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
放課後子どもプランなど、子どもの安全安心な居場所づくりや、異年齢交流の中で成長できる場を設定するなど、プログラムの工夫が評価できる。特段の事故もなく、問題なく取り組めているが、小さな問題にも心配りや目配りが必要であり、参加児童の保護者・安全管理員・アドバイザーの方々に、教室の趣旨等の共通理解を図り、安心して活用できる場となるよう今後とも取り組んで欲しい。そのため、家庭・学校・地域の連携・協力が不可欠であり、それぞれの役割分担を明確にする必要があると思われる。

少年少女発明クラブ開催事業は、子どもたちがものづくりの大切さを学ぶ貴重な機会であり、本市の歴史的な背景から、先人の知恵が今なお引き継がれ、それが具現化された事業だと考える。これは、本市の特色ある教育施策の一つであると思われるが、時代の流れの変化などから、今後、事業名の検討も含め、多くの子どもたちに広がるよう、啓発活動の充実や、市内各地で開催するなど、さらなる工夫改善が望まれる。

子育て支援に関する事業は、これまでも充実した取り組みを実施しているが、さらなる充実のため、市民へのＰＲ活動を一層図られたい。


１－③　たくましく生きるために体力の向上や健康教育の推進を図る
【施策】家庭，学校，地域の連携による子どもの体力向上
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業

｛１－②再掲｝

（学校教育課）
	小学校で開催される運動会等の体力向上につながる行事について，家庭，地域，自治会等の協力を得て一体化実施を推進する。

	平成23年度の主な取組
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民と共に竹細工やわら細工等の伝承細工の実施、文化祭の合同実施等を行った。

	成果及び課題
	家庭、地域、自治会等の協力により、児童生徒がふれあいの機会をもち、地域への愛着をもつことにつながっている。

	今後の取組
	運動会で実施している学校が多いが、他の行事にも拡大できるよう調整する。

	

	社会体育部活用事業
（学校教育課）
	中学校部活動において，多様なニーズに対応し，社会体育と一体化した活動が可能となるよう，保護者・外部指導者・学校の共通理解を促し，生徒の健全な活動を推進する。

	平成23年度の主な取組
	剣道、ソフトテニス、水泳、野球、サッカー、卓球、柔道、バレーボール等の部活動に外部指導者を招き活動している。

	成果及び課題
	外部指導者がスポーツ少年団や社会人の指導者も兼ねている場合、部活動とそれ以外の活動の区別がつきにくい面がある。また、保護者である場合は、他の部員や保護者との共通理解が必要となる。
部活動顧問が代わったときの引き継ぎが大切であるので、留意したい。

	今後の取組
	継続して実施する。

	

	土曜日授業モデル事業

（新　規）

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当てて，学校週5日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施し，成果の検証を行う。（平成23年度モデル校：本町小学校）

	平成23年度の主な取組
	本町小学校をモデル校に指定し、年１１回、土曜日授業を実施し、国語・算数のドリル学習、ニュースポーツ、体験活動・創作活動に取り組んだ。
また、平成２４年度の実施に向け、鳴門教育大学と連携に関する協定を締結した。

	成果及び課題
	全体を通して８割以上の児童が参加した。

平成２３年１２月に、児童・保護者を対象としたアンケート調査を実施し、「楽しかった、自分の力が伸びたと思う」と答えた児童が８８.１％、「子どもにとってプラスになっている」と答えた保護者が９２.５％との結果になり、実施内容について一定の評価を得ることができた。

	今後の取組
	平成２４年度は、本町小学校に加え、新たに白鳥小学校と福栄小学校をモデル校に指定し、地域連携型、大学連携型、夏休み併用型の土曜日授業にそれぞれ年間２０日程度取り組む。


【施策】学校給食の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進事業
（給食センター）
	安全でおいしい学校給食の提供に努める。健やかな心身の育成に必要な栄養バランスの取れた食事の摂取方法や食に関する正しい知識と理解を深める学習に取り組む。保護者へは様々な機会を捉え，これらの食育の啓発を行う。

	平成23年度の主な取組
	1 学校での食育
年間指導計画に基づき、教科・学科・給食時間に、食に関する指導をした。
2 家庭での食育

給食試食会・家庭教育学級・学校保健委員会等で、保護者に対し食の現状や朝食の重要性、野菜の摂取等のテーマで講話を実施した。

3 学校給食展で安心安全な学校給食や食育の取り組みについて周知を行った。

	成果及び課題
	受配校との指導者数のバランスを欠く中、全園・学校に出向き様々なテーマで指導を実施した。その結果、「給食アンケート調査」の朝食摂取率は高くなり、給食を残すことのある人の割合が減少した。しかし、人的・時間的問題で、栄養教諭・栄養職員が学校を訪問しての食育の充実には限りがあり、栄養教諭の増員が望まれる。

	今後の取組
	学校における食に関する指導の充実のため、栄養教諭は学校全体で行う食育をサポートしていくという方向での食育を進める。

また、学校給食の献立を教材とし生活習慣病を予防するという観点から、献立内容の見直しを行う。

地域の食育では、ホームページの食育コーナーの更新を多くし、学校給食への興味関心を高めていく。


【施策】家庭，学校，地域の連携による食育と地産地消の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進活性化事業
（給食センター）
（学校教育課）
（生涯学習課）
	食育推進役となる指導者の育成及び各分野の専門家を起用し，食育の充実を図る。

	平成23年度の主な取組
	給食の時間を中心として教科等と関連付けた食育が推進できる

よう、生きた教材となる学校給食を提供した。
栄養教諭等が教職員と連携して、食に関する指導を行い、園児・児童生徒の望ましい食習慣の定着に努めた。

給食展の開催や地場産物の取り入れなど、家庭や地域との相互

連携を積極的に進めた。

　ＰＴＡ会員研修会として、１２月３日に竹下和男氏を講師に迎え、「『弁当の日』が生み出す『くらしの時間』」の講演会を開催し、約１２０名の保護者が出席した。

	成果及び課題
	栄養教諭等による指導や外部講師を招いての講演会等を通して食育への関心を高めることができた。

さらに、家庭や地域との相互連携を進め、食育への一層の理解を深める必要がある。

	今後の取組
	継続して実施する。


	地産地消推進事業
（給食センター）
	地域生産者との交流活動等から身近な地産物に関する知識を深める。また，学校給食などをとおして，新鮮な地産物の味や旬の味を感じるとともに，家庭・地域と連携して伝統的な郷土料理を継承するなど，地産地消の推進を図る。併せて，地産地消が自然環境を保全する認識を深める。

	平成23年度の主な取組
	学校給食における地場産物の更なる活用のため、各関係機関と連携してその拡大に努めた。

また、学校給食展及びホームページ（学校給食センターの食育）等において、東かがわ市産の食材を学校給食で使っていること、ふるさと給食で地元の食材を使っていることなどを紹介した。

	成果及び課題
	　地産地消率について、各関係機関と連携を図り、学校給食における地場産物の割合が３５品目３５.１％と、「かがわ食育アクションプラン」の平成２７年度目標値の３５パーセントをクリアした。　

	今後の取組
	　積極的な地場産物の活用により、安心安全な学校給食を提供できるよう地産地消率を平成２７年度には、３６％とすることを目標値とする。


【施策】家庭，学校，医療機関等の連携による健康教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	「早寝早起き朝ごはん」推進事業
（生涯学習課）
	家庭教育学級，給食試食会等の機会を捉え，子どもの生活リズムの大切さについて，保護者への啓発を行う。

	平成23年度の主な取組
	家庭教育学級開講式や小学校入学説明会等の機会を捉え、規則正しい生活習慣の重要性について啓発活動を行った。また、「我が家のルール表」を作成し、親子での生活習慣のあり方を考える機会のきっかけづくりの一つとして、夏休み前に配布した。

	成果及び課題
	同じような内容であっても、再三耳にすることによって、保護者への意識付けの一助となっている。しかし、長年の習慣を変えることは容易ではないので、根気よく続けていかなければならない。

	今後の取組
	保護者が集まる機会を捉え、これまで同様地道な啓発活動を行う。


	小児生活習慣病予防健診事業
（学校教育課）
	予防健診をとおして児童生徒の食生活や運動習慣の改善などの指導を行うことで，小児生活習慣病の予防に役立てることを目指し，予防健診事業を実施する。

	平成23年度の主な取組
	５月から１２月にかけて小学校５年生、中学校１年生及び昨年度の有所見者として判定された児童生徒を対象とした小児生活習慣病予防健診を実施した。

	成果及び課題
	小学生３３６名、中学生２９５名、合計６３１名に小児生活習慣病予防健診を実施し、有所見者は１１.３％に当たる７１名であった。また、有所見者に対し、各学校において学校医、養護教諭、市保健師、学校栄養教諭等による事後指導を実施した。

	今後の取組
	引き続き実施し、小児生活習慣病の早期発見や生活習慣に関する事前アンケートと健診結果のデータを分析し、予防に取り組む。


	食育啓発事業
（子育て支援課）
	各幼稚園の家庭教育学級で，定期的な食育教育を実施する。実施内容を工夫して参加者を増やし，子どもも保護者も食べ物に対する興味や関心を持てるよう食育教育を継続実施する。

	平成23年度の主な取組
	栄養士の指導のもと、講話、試食会を開催した。
地域の方の協力を得て、味噌造り、郷土菓子、地元米や緑米を使った餅つき等を体験し、食材への興味や関心を持たせることで進んで食べようとする気持ちを育てた。
生活調べを継続的に行い、家庭と協力して「早寝、早起き、朝ごはん」に取り組んだ。

	成果及び課題
	生活調べでは、ほとんどの園児が朝ごはんを摂っていた。

栽培活動からクッキングまで保護者と一緒に作って食べる機会を持ち、体験することで家庭でも活かしてみようと関心が持てた。

また、子どもたちでメニューを考えたクッキングに取り組んだ

ことで、子どもたちは苦手な食材を完食できた。

	今後の取組
	給食参観、家庭へのお便りを通して、食材の栄養と体の成長の関わりと三度の食事の大切さを周知する。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
全国的にも先駆的な取り組みである土曜日授業モデル事業は、高く評価できる。児

童・保護者を対象としたアンケート調査でも、児童の８８．１％は「楽しかった、自
分の力が伸びたと思う」、保護者の９２．５パーセントが「子どもにとってプラスに
なっている」とそれぞれ高い評価となっており、さらなる充実が期待できる。平成
２３年度からモデル校1校で実施された事業だが、平成２４年度は白鳥地区の３小学
校に広がっている。なお、他の地区では、小中連携や統廃合などで、特色のある教育
実践が行われてはいるが、出来るならば、この事業が、２－①（知識・技能や思考力・
判断力・表現力、学習意欲等の「確かな学力」を確立する）の事業に一本化し、東か
がわ市の特色ある事業として対応するよう願っている。そのためには、教員の勤務の
問題や、地域の協力などが欠かせない点であり、ハードルは高いが、今後検討の価値
はあろう。県下に先駆けての本事業は、本市にとどまらず県全体に波及することを願
いたい。
家庭、学校、地域の連携によって、食育と地産全消の充実を一層図らなければなら
ないが、小児生活習慣病予防健診で有所見者が１１．３％になっていることは気かが
りである。家庭、学校、医療機関等が連携して、給食、食育・健康教育など抜本的対
策をたてる必要がある。特に、家庭での取り組みについての啓発活動が急務であり、

あわせて「早寝、早起き、朝ごはん」の生活習慣の大切さを啓発していくことがより

一層望まれる。


２－①　知識・技能や思考力・判断力・表現力，学習意欲等の「確かな学力」を確立する
【施策】総合的な学力向上策の実施
	事　業　名
	内　　　　　容

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)教材編集推進事業
(完　了)
（学校教育課）
	小学校３・４年生の社会科学習と関連して，地域教材の開発に努め，副読本を編集することにより，地域の産業や伝統，地域の発展に尽くした先人たちについて学ばせ，EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)への誇りと愛情を育む。

	平成23年度の主な取組
	　市内小学校教員のうち、社会科を専門にしている者(各校１名程度)からなる「東かがわ市ふるさと教材編集委員会」を立ち上げ、編集会議を経て、平成１９年から使用していた『わたしたちの東かがわ市～ふるさと～』の改訂作業に取り組み、平成２３年度中に印刷、製本、各小学校３・４年生への配布を済ませた。

	成果及び課題
	　平成２４年度から、教科書の学習内容に沿った新副読本を使用して各小学校で社会科の学習を行っている。

	今後の取組
	５年後をめどに、次回の改訂作業として、教科書に沿った内容、統計データや地図の更新等を考えている。


【施策】学力調査等の結果を活用した学習指導と生活指導の改善への支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭学習・学習規律の充実推進事業
（学校教育課）
	学校訪問や校長との目標面談等の際に，家庭学習の習慣化・学習規律の徹底に向けた指導・助言を行う。

	平成23年度の主な取組
	　学校訪問の指導の際や市内現職教育主任研修会において、県教委作成「４つのアクション」リーフレットや県学習状況調査結果から分かる本市の児童生徒の実態を提示し、学習規律・家庭学習の指導について助言した。
　各校では、学習規律の指導内容の共通理解・共通実践と共に、家庭学習の手引を作成、配布して指導している。
また、保護者にも機会を捉えて家庭学習の習慣化への協力を依頼している。

	成果及び課題
	　各学校において、学習規律の徹底と家庭学習の習慣化への意識向上が見られた。

	今後の取組
	　継続して実施する。

	土曜日授業モデル事業
（新　規）

｛１－③再掲｝

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当て，学校週5日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施して，成果の検証を行う。（平成23年度モデル校：本町小学校）

	平成23年度の主な取組
	本町小学校をモデル校に指定し、年１１回、土曜日授業を実施し、国語・算数のドリル学習、ニュースポーツ、体験活動・創作活動に取り組んだ。
また、平成２４年度の実施に向け、鳴門教育大学と連携に関する協定を締結した。

	成果及び課題
	全体を通して８割以上の児童が参加した。

平成２３年１２月に、児童・保護者を対象としたアンケート調査を実施し、「楽しかった、自分の力が伸びたと思う」と答えた児童が８８.１％、「子どもにとってプラスになっている」と答えた保護者が９２.５％との結果になり、実施内容について一定の評価を得ることができた。

	今後の取組
	平成２４年度は、本町小学校に加え、新たに白鳥小学校と福栄小学校をモデル校に指定し、地域連携型、大学連携型、夏休み併用型の土曜日授業にそれぞれ年間２０日程度取り組む。


【施策】学校の創意工夫による取り組みへの支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	小･中連携教育推進事業
（学校教育課）
	９年間を通した児童生徒の健全な育成を目指し，小･中学校双方の利点を生かしながら，相互に連携しあって，より充実した特色ある教育活動ができるよう支援する。

	平成23年度の主な取組
	引田小中学校は、統合・移転し、同一敷地内併設という利点を生かして、相互乗り入れ授業や合同研修会、合同の行事等を行い、本格的な小・中連携教育に取り組んだ。

大川中学校区は、大川中学校区小・中連携教育研究会を設置し、平成２５年度の開校に向け、次の３点について研究を進めた。

①小小連携・・教育課程等の諸計画、教職員や児童生徒の交流計画等についての研究
②小中連携・・敷地内併設の利点を生かした連携の在り方研究

③小小連携・小中連携・・施設分離型における連携の在り方研究

	成果及び課題
	・引田小中学校では、児童・生徒の理解が深まり、学力の向上や不登校生徒の減少等、小中連携による成果が見られた。教職員間の共通理解や児童生徒の交流等については、さらに検討が必要である。
・大川中学校区では、毎月の校長研修会や全体会、部会等により、担当ごとに調整・検討が進んでいる。
・中学校教員による乗り入れ授業や小中教員の交流等により、情報の共有や児童・生徒理解ができつつある。

・小中連携に関する研究会への参加や先進校視察により、研修を深めることができた。

	今後の取組
	・引田小中学校は、統合１年目の取り組みを見直し、改善する。

・大川中学校区は、統合に向けて部会ごとに準備を進めるとともに、先進校視察を実施する。

・いずれも９年間を通した教育計画を作成する。


【施策】「確かな学力」を育てるきめ細やかな指導の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員配置事業
（学校教育課）
	複式学級では，異なる学年の子どもたちが一人の教師のもとで授業を受けるため，子どもたちの学習内容や授業の進め方等において困難が生じがちである。この困難を解消するため，市内の複式学級を有する学校に非常勤講師を配置し教育の充実を図る。

	平成23年度の主な取組
	福栄小学校において、複式学級を解消するため、市費担任講師を３学年担任に１名配置した。
併せて、市費非常勤講師も１名配置して、音楽指導の充実に努めた。

	成果及び課題
	複式学級解消により、１学年１学級できめ細かな指導が可能になり、児童が落ち着いて学習に取り組める環境をもたらした。

	今後の取組
	平成２４年度も福栄小学校に複式学級が発生するため、引き続き市費担任講師を１名配置し、複式学級を解消する。
また、児童生徒の学習と生徒指導を充実するため、１人でも多くの教員を配置できるよう、県へ引き続き要望する。


	保幼小連携事業
（子育て支援課）
	保育所・幼稚園に通う子どもたちが，小学校入学後の生活にスムーズに移行することができるよう，保幼小の随時交流活動等を行い，よりよい連携の方法を探る。

	平成23年度の主な取組
	年度当初に幼小はお互いの教育内容について相互理解を図り、幼小連携の年間計画を作成し、交流を継続的に取り組んでいる。

	成果及び課題
	　幼小連携年間計画に沿って１・２年生、５年生との交流が円滑にでき、交流活動は年間１０回以上実施した。交流を重ねることで幼児が小学校生活に親しみや期待を寄せ、就学に向けて期待や安心感を持った。保育、授業参観、行事等のみの交流で終わらせず、前後の研究協議の場や合同研修会を継続して実施することにより、幼小双方で子どもの発達を把握し、見通しをもって指導できるように努める。

	今後の取組
	　平成２４年度の就学児童は、７割が幼稚園、３割が保育所からの就学であり、幼保一元化を推進している中、保育所と小学校についても交流を増やす。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
次代を担う子ども一人ひとりが、基礎的、基本的な知識や技能を習得し、それを
活用する「確かな学力」を確立できるよう、さらなる充実を図られたい。そのため、
保幼小連携事業や小・中連携教育推進事業は、双方の利点を生かし、より充実した
活動になるよう工夫していくことが望まれる。校種間の連携は、昨年の事務点検評
価委員会で指摘した点であり、本市では、３割の子どもが保育所から小学校に進学
していることから、保育所との連携を新たに盛り込んだ点は評価できる。

故郷への誇りを育むため、市独自に取組んだ故郷教材編集推進事業が完了したが、
　これは大いに評価できる。次回の改訂では、さらなる充実を望みたい。


２－②　規範意識を養い，豊かでEQ \* jc2 \* "Font:ＦＡ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(やす),康)らかな心と健やかな体をもつ子どもを育成する
【施策】豊かな心を育むための体験活動や道徳教育の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	子ども会育成事業
（生涯学習課）
	子ども会活動に対する理解を深め，少子化に伴う子ども会の団体及び会員の確保とリーダー及び指導者・育成者の養成のため講演会等を行う。

	平成23年度の主な取組
	　子ども会リーダー及び指導者・育成者の養成のため「指導者研修会」を開催した。
　また、子ども会活動、異学年交流の活性を図るため、支部ごとに子ども会対抗のスポーツ競技を開催した。

	成果及び課題
	　３支部で８３７名が参加して実施され、子ども会同士のつながりもでき、かつ異学年交流も図ることができた。

	今後の取組
	　支部ごとに自主的に運営できるよう、さらに各単位子ども会の活動を活発化させる。


	道徳教育の推進事業
（学校教育課）
	各学校で選任されている道徳教育主任を中心に，各学校の特性や状況に応じた道徳教育の推進を図る。（対象：全小･中学校）

	平成23年度の主な取組
	各学校において、道徳教育主任を中心に、学校行事や教科等の学習内容に関連させ、発達段階に応じて主題を適正に配列した年間計画を作成し、道徳の時間の指導を行った。また、道徳の時間だけではなく、学校の教育活動全体を通して、道徳的価値観の育成と発展に努めた。
白鳥中学校では、規範意識の向上等に関して万引防止DVDを作成した。市内小学校では、県教委主催「いのちのせんせい」派遣事業を利用し、講師の体験談等により、生きることの意味や命を大切にする心を育む時間を設定するなど、各校で工夫して取組を進めた。

	成果及び課題
	市内４小・中学校が、県教育委員会に道徳教育実践事例を提出し、広く県内全体に道徳教育の取組の普及啓発を図った。

	今後の取組
	継続して実施する。


【施策】人権意識の高揚を図るための教育推進

	事　業　名
	内　　　　　容

	人権・同和教育研究指定校事業
（人権推進室）
	東かがわ市人権・同和教育授業研究会において，公開授業及び事後の協議を行うことにより，異校種間，関係諸機関との連携を図り，人権・同和教育の充実を図る。

	平成23年度の主な取組
	　市内５校・２施設（２中学校、３小学校、１幼稚園、１保育所）が、人権教育研究の公開授業、公開保育を実施（計７回）し、他校・施設職員や関係者が参観後意見交換を行った。

	成果及び課題
	公開授業、公開保育を計画・実施し、関係者との意見交換をすることで、今後の取組みに対する内容の充実が図れた。

	今後の取組
	公開授業、公開保育を継続実施し、参加者からの意見も取入れ、日々の各校、施設での人権教育に反映させる。


	人権・同和教育研究会
（人権推進室）
	就学前，小･中学校等人権・同和教育研究会をもち，定例会での課題研究や県外研修において，異校種の教職員が共に学ぶことにより，情報交換を行ったり東かがわ市の人権・同和教育の在り方・進め方等について協議し，人権・同和教育の推進を図る。

	平成23年度の主な取組
	　就学前研究会（７回）、小中学校等研究会（１０回）を実施し、意見交換、課題研究を行った。また、両研究会合同で先進地研修（１回）を実施した。

	成果及び課題
	　各校施設での取組みについて意見交換することで、相互研鑽ができ、課題研究を実施することで共通認識が図れた。

	今後の取組
	　研究を継続実施し、各校施設での問題提起や情報交換することで、各校施設間の人権教育の内容の充実を図る。また、両研究会の合同研修を実施することで、異校種間の連携が図る。


【施策】規範意識を養い，生涯にわたって学び続ける意欲の育成
	事　業　名
	内　　　　　容

	規範意識向上事業
（学校教育課）
	「授業態度チェックカード」「あいさつ運動」等を実施し，各学校で実施する道徳教育の中で規範意識向上への取組を行う。

	平成23年度の主な取組
	　児童会・生徒会主体の｢あいさつ運動｣の実施に継続して取り組んでいる。授業態度については、県教委作成｢さぬきっ子学びの三訓｣を利用したり、各校で児童生徒の実態に応じてチェックを行ったりして指導している。また、学校活動全体を通じて、特に学校行事を規範意識向上のチャンスと捉えて指導を徹底させている。

	成果及び課題
	　各校それぞれの取組が児童生徒の意識化につながり、改善が見られている学校もある。小中学校の教員に、子どもたちを９年間のスパンで指導するという意識が生まれてきており、連携しながら進めている学校もある。

	今後の取組
	　継続して実施する。今後、統合する学校については、統合後新規計画を作成して取り組む。


	学習意欲向上事業
（学校教育課）
	　中学校全校が「校内一斉漢字テスト」等の導入により，生徒の学習意欲の向上を図る。

	平成23年度の主な取組
	　市内ほぼ全ての小・中学校で漢字・計算テストや漢字検定等を実施した。クラスマッチ方式や校長表彰等を導入し、楽しんでできるように工夫して取り組んだ学校もある。間違った問題は必ず直させ、基礎・基本の確実な定着を図ると共に、達成感を味あわせ、意欲化につなげた。
　学習指導については、教員を複数体制にし、個に応じた指導の充実を図っている。

	成果及び課題
	　個々の児童生徒に力が付いてきており、学習に取り組む意欲化につながった。

	今後の取組
	　継続して実施する。今後、統合する学校については、統合後新規計画を作成して取り組む。


【施策】いじめや問題行動に対するサポート体制の整備
	事　業　名
	内　　　　　容

	スクールカウンセラー・心の教室相談員配置事業
（学校教育課）
	いじめ等の問題行動等に対応するため，児童の臨床心理に関して高度かつ専門的な知識・経験を有する者を各小･中学校に配置し，いじめ等の問題行動等の早期発見・早期対応や未然防止に努める。

	平成23年度の主な取組
	県から派遣されているスクールカウンセラー２名が、市内小・中学校を巡回している。
白鳥小学校に生徒指導推進員を１名配置している。
また、心の教室相談員１名を配置し、市内３中学校を巡回している。
また、教育支援センターのネットワーク支援事業として、常勤・非常勤のスクールソーシャルワーカーや非常勤臨床心理士が希望する各施設に訪問し、個別面接、個別支援、保護者面接等を行った。

	成果及び課題
	白鳥小学校配置の生徒指導推進員は、１日４時間、週３日の勤務で、校内の巡回等を行い、問題行動等の早期発見に努めている。
また、心の教室相談員は各中学校につき週１回、３時間の勤務で、生徒の悩み相談だけでなく、保護者・教職員との相談・連携支援により、いじめ等の早期対応や未然防止に役立っている。

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による個別面接では、問題を抱えた児童生徒に対して、学校と情報交換を行いながら早期に対応し、継続した面接を行うことで、児童生徒の心の安定を図ることができた。

	今後の取組
	学校内での問題行動等に適切に対処するには、早期発見・早期対応が益々重要になってくる。限られた人員ではあるが、学校及び教員や教育支援センターと連携して必要な対応を図る。


	東かがわ警察署管内学校・警察相互連絡制度連絡会
（学校教育課）
	学校・警察相互連絡制度の円滑な実施を図るため，東かがわ警察署生活安全課，東かがわ市立小･中学校代表者が集まり情報交換等を行う。

	平成23年度の主な取組
	東かがわ市少年育成センター主催の補導員研修会(６月１３日、２月１５日)において、東かがわ署生活安全課副主幹の講話、グループ補導、情報交換等を行った。
必要に応じて、警察との連絡・情報提供等を行っている。

	成果及び課題
	警察との相互連絡は、適格に行われている。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】不登校の子ども等の教育機会についての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	ふれんど教室開設事業

（教育支援センター）
	不登校児童生徒への集団への適応，情緒の安定，基礎学力の補充，基本的生活習慣の改善を目指し，個に応じた支援により学校復帰を支援し，不登校児童生徒の社会的自立を目指す。

	平成23年度の主な取組
	小集団での人間関係づくりや個々に応じた日常の支援活動の発展を目指し、季節に応じた様々な体験活動プログラムを行った。
　各学校と連携し、登校支援を行った。
　親の会を年間４回行うことで、保護者同士のつながりをつくり、個別の相談に対応する機会を設けた。
毎週支援目標を確認し、支援の検討会を行った。

	成果及び課題
	　日々の小さな体験活動の積み重ねにより、入級生の活動意欲が向上し、小集団内での協力が見られた。また、役割分担等を入級生同士で決めることで自主性が高まった。学習活動では入級生一人ひとりが自分の目標を決めて実施したことで継続して取り組むことができた。
　学校とは、学期に１回程度のケース会と必要に応じてミーティングと情報交換を行い、登校することに不安がある入級生には指導員が付き添うことで登校できる日が増えた。
　保護者会では、保護者同士のつながりや指導員との信頼関係を築くことができたが、参加していない保護者と関わる機会を持つことが、今後の課題である。
　入級生以外の不登校児童・生徒に関して、情報交換のみにとどまり、具体的な支援に至っていないことが課題である。

	今後の取組
	行事によって入級生の活動意欲に差が見られたため、入級生の状態を把握し、意欲を持てるような活動内容になるよう工夫する。
学校との連携や学校登校支援は継続して実施する。
保護者会では、参加していない保護者に対し、家庭訪問等をするなど、保護者との信頼関係を築いてけるよう取り組む。
不登校児童・生徒に対する相談活動について、ネットワーク支援事業とも連携し、入級生以外の不登校児童生徒についても学校や保護者のニーズに早期対応していく。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】

子ども会育成事業や道徳教育の充実をはじめ、人権尊重の視点に立った教育の推進は、地道な活動ではあるが、重要であり、十分成果をあげているものと思われる。特に、市内４小・中学校が道徳教育実践事例を県教育委員会に提出し、県内の道徳教育の普及啓発につながったことは評価できる。これからも、子どもたちが法律やルールを守り、豊かで康らかな心と健やかな身体をもつことができるよう育成に一層取り組んでほしい。

このように、規範意識・人権意識の高揚のためには、関係各課の努力が必要であり、継続した実施が望まれる。現在、いじめ問題等、全国的に教育委員会の対応も注目されている。大きな問題を防ぐためにも学校との連携を強め、規範意識や人権意識の高揚が必要であり、いじめの早期対応、未然防止のためにも現場の声を把握し、心の相談員配置等、複眼的かつ細心の対応が求められる。一層の充実を望みたい。

なお、多彩な人権啓発の場が設定されており、大いに評価できる。今後とも充実されたい。


２－③　「人づくり」に応じる教職員の能力・資質の向上を図る

【施策】教員が子ども一人ひとりに向き合う環境づくり　　
	事　業　名
	内　　　　　容

	快適な職場環境推進事業
（学校教育課）
	学校訪問や目標面談の際に，校務の改善や教職員のメンタルヘルスについて，指導・助言等を行う。

	平成23年度の主な取組
	学校訪問時の保健室訪問において、養護教諭より教職員のメンタルヘルス面についても情報交換を行っている。
校務の改善については各学校で取り組むとともに、各校から市教委への届出書類等について、負担軽減のため見直しを行った。

	成果及び課題
	各学校から市教委に届け出る｢教材使用届出書｣については、これまでの教材毎別葉から一覧形式に改め、各校1枚の届出とし、事務量の軽減を行った。
また、授業時数報告や各種の調査等についても、計算式を入れた様式をデータ配布し、各校での入力箇所軽減に努めた。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】研究・研修等への支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	指導主事派遣事業
（学校教育課）
	市内幼・小･中学校の要請を受けて，授業研究等の際に指導・助言を行う。

	平成23年度の主な取組
	　要請を受け、幼稚園、小・中学校に指導･助言等に出向いた。また、場合によっては１件に付き複数回、要請があった場合は、研究授業や研究発表の事前の相談も受けた。

	成果及び課題
	　新指導要領の全面実施に伴い、指導内容や教材が変わっているので、新学習指導要領の趣旨に則った指導・助言を行うことで、今日的課題に即した研究となった。

	今後の取組
	　今後も、要請を受けて指導・助言を行う。


	教員研修事業

（学校教育課）
	県教育委員会等の実施する各種研修会との連携を図りながら，市独自にパソコン研修，小学校外国語活動研修，初任者研修，中堅教員養成研修等を実施する。

	平成23年度の主な取組
	パソコン研修は、夏季休業中に３回実施し、１０２名の教職員が受講、実習と講話で、情報セキュリティについての意識を高めた。
小学校外国語活動研修は、小中連携の観点から市内中学校教員も研修に参加し、講師による模擬授業や講話を通して、課題であった評価についても理解を深めた。
初任者研修は、市内７校８名に２回ずつ実施、授業参観と指導・助言、学級経営上の悩みについての助言等を行った。

また、市で配置している特別支援教育支援員研修を行った。

	成果及び課題
	パソコン研修は、平成２１～２４年度で市内教職員の悉皆研修としている。平成２３年度は、３日間の研修を設定し、多くの教職員が受講できたことは、情報セキュリティへの意識を高める上で有効であった。
小学校外国語活動研修は、平成２１年度から毎年行ってきた。基礎的な内容は市内の教職員にほぼ浸透したことから、平成２３年度で終了する。
初任者研修は、県教育センターが行う初任者研をより効果的に受講することにつながった。
特別支援教育支援員研修は、実際にどのような支援をすることが望ましいか、教職員との連携の仕方などについて小グループで話し合う場を設定しており、支援員の資質向上に役立っている。

	今後の取組
	小学校外国語活動研修以外は、継続して実施する。


	幼稚園新任研修会事業
（子育て支援課）
	　幼稚園教諭の新任と新しく採用された臨時職員に対し，市独自で保育参観研修やパソコン講習会等を実施する。

	平成23年度の主な取組
	幼稚園及び保育所の新採職員（正規・臨時とも）を対象に、６月から９月までに全５回の研修を行った。ふりかえりができるよう、各回終了後にレポートの提出を課した。

	成果及び課題
	対象者：幼稚園２人、保育所９人（うち正規各１人）
①指導講話、②先輩教諭の保育参観、③研究保育（幼稚園）、④専門研修（発達障害）、⑤研究保育（保育所）。研究保育では、県教委及び市教委の主任指導主事及び県指導保育士の指導協力を得た。

	今後の取組
	　継続して実施し、今年度、試験的に導入する市指導員の参加を促し、実践を通してスキルアップを図る。


【施策】教員評価制度の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員評価推進事業
（学校教育課）
	　学校評価によって各学校の教員全体を評価し，学校教育に対する信頼を確保して教員の資質を向上させる。

	平成23年度の主な取組
	　学期ごとに教員の自己評価を行い、また、年度末には学校関係者評価を行い、その結果を各学校のホームページで公表した。
　各学校で校長との目標面談を実施している学校もあり、各自の取り組みやその成果・実績を明らかにして資質向上に努めた。

	成果及び課題
	　評価結果や目標面談等をもとに、指導法等について見直しを図り、教員の意識が高まった。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】学校評価の充実とその結果に基づく学校運営の改善
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校関係者評価事業
（学校教育課）
	　各学校の学校関係者評価委員会において，教育活動等の成果の検証とその客観性・透明性の確保を通じて学校運営の改善と発展を目指す。

	平成23年度の主な取組
	　学校行事や学習参観、定期的な会議等を通して学校関係者評価委員に積極的に情報発信をするとともに、情報収集に努めた。

各学校において年度末に学校関係者評価を実施し、その結果を教育委員会に報告するとともに、学校のホームページで公開した。

	成果及び課題
	　各学校が自校の課題について把握し、次年度の教育計画作成に生かすことができた。また、学校のホームページで公開することにより、学校理解のための一方策とすることができた。

	今後の取組
	　継続して、学校関係者評価を行い、広く多様な視点から学校教育の在り方について検証する。


【施策】学校評議員制度の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校評議員制度の活用事業

（学校教育課）
（子育て支援課）
	地域に開かれた信頼される学校づくりを目指し，説明責任を果たすために多様な分野からの評議員の人選を行い，学校運営の活性化を図る。

	平成23年度の主な取組
	　市内小中学校１０校から３８名、市内幼稚園７園から２０名の学校評議員が推薦され、委嘱した。

市内小中学校では、学校訪問、行事等に招いたり、評議員会を開催し、年度当初に学校運営の方針や学校行事、取り組み等について意見を求め、年度末には学校に対する評価を行った。

幼稚園では、評議員会を各園年間３回開催した他、行事、研修、研究保育等に招いた。　　

	成果及び課題
	学校行事について、学校評議員に積極的に周知し、参加を求めることで、より地域の方との協力連携を深めた。

　幼稚園の取り組みに関する意見や協力を得るとともに、地域の方との結びつきも広げることができ、地域の情報も生かした特色ある幼稚園教育が実践できた。

	今後の取組
	継続して、多様な分野、幅広い年齢層の評議員の編成に努め、学校・園の運営方針の活性化や地域と連携した学校づくりのための意見を求める。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】

教員の意識改革をはじめ教職員の能力・資質の向上を目的とした事業は、工夫をこらしており、成果があがっている。今後も教職員が誇りと気概を持って、教育に取り組んで欲しい。今後、学校評価の充実とその成果に基づく学校運営の改善や学校評議員制度の活性化が必要であろう。
その一方で、評価体制などによって教職員の多忙化は日常的になっており、校務の軽減化に取り組み、子どもに向き合う環境づくりを継続して取り組んで欲しい。


２－④　特別なニーズに対応した教育を推進する
【施策】特別支援教育の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	特別支援教育支援員の配置事業
（学校教育課）
	各学校の実態に応じて，特別に支援が必要な児童生徒に対して特別支援教育支援員を配置する。

また，上記支援員を対象として特別支援教育についての研修会を行い，支援体制の充実を図る。

	平成23年度の主な取組
	特別に支援を要する児童生徒の調査や学校訪問等により各学校の実態把握に努め、必要数の支援員を配置した。
また、９月には県教委及び市内の療育センターから講師を招聘して、特別支援教育支援員を対象とした研修会を実施した。

	成果及び課題
	特別支援教育支援員の配置により、当該児童生徒への個別支援が充実し、学級全体も落ち着いて学習に取り組めるようになった。
特別支援教育支援員の研修会により、支援の仕方や児童生徒理解等について具体的に学ぶことができ、日々の支援に生かすことができた。

毎年、支援を要する児童生徒が増えており、支援員が足りない状況にあることが課題である。

	今後の取組
	支援員の配置や研修会が、引き続き実施できるよう検討する。


	障がい児支援事業
（子育て支援課）
	障がいを持つ子と毎日関わる障がい加配教員を配置するほか、当該教員を対象とした研修会を実施し，障がいに関する知識，障がい種別に応じた対応策や子どもへの指導方法を取得する。

	平成23年度の主な取組
	幼、保の実態に応じて２０名の障がい加配の職員を配置した。

学校教育課主催（９月）の研修会に、幼稚園１２名、保育所７名の障がい加配職員が参加し、県教委主任指導主事の講話及び白鳥園綜合療育センター相談支援専門員、言語聴覚士の指導を受け理解を深めた。

	成果及び課題
	子どもの発達段階を捉えて「個別援助計画」等を作成し、その子どもに応じた支援をすることで、生活も落ち着きつつある。
障がい加配について、随時児童調査を行い加配配置の明確化に向けた体制づくりに努める。

	今後の取組
	継続して実施し、支援体制の充実を図る。


	発達障がい支援事業
（学校教育課）
（子育て支援課）
	保護者を対象に発達障がいに関する講演会等を実施し，啓発を進める。また，発達障がい児とその保護者に対して，専門家や保健師等からのフォロー体制を強化する。

	平成23年度の主な取組
	子どもの発達支援を目的とした保護者対象の「東かがわ市発達フォーラム」（福祉課主催）への参加を促した。

学校教育課では、社会福祉法人　恵愛福祉事業団に就学支援業務を委託し、①個別知能検査の実施②就学相談及び支援③児童の障がいの状態について、就学前後の施設長に対する専門家としての状況説明等を行った。
子育て支援課では、相談支援専門員及び子育て支援相談員の相談支援活動の充実を図った。

	成果及び課題
	　専門機関である社会福祉法人 恵愛福祉事業団と連携することで、就学指導委員会に向けた就学支援・就学相談をより充実することができた。

子育て支援課では、各施設に対し、県巡回相談、県定期訪問年１回、子育て支援相談員による定期訪問を週１回実施し、定期的な相談支援活動により、一人ひとりの子どもの成長に応じた長期的な支援につながった。

	今後の取組
	引き続き、社会福祉法人恵愛福祉事業団や教育支援センターと連携し、市内における就学支援・就学相談を充実していく。


【施策】関係機関の連携による子どもの可能性を引き出す教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	支援体制整備・運営事業
（教育支援センター）
（少年育成センター）
（子育て支援課）

（学校教育課）
	個々のケースについて，教育支援センター，少年育成センター，子育て支援課，学校教育課が常に情報交換や協議を行い，関係機関とつないだり，今後の方向性を各校・園に指導・助言したりして，問題の早期発見・早期解決を目指す。

	平成23年度の主な取組
	ケース毎に連絡を取り合い、情報共有と今後の方向性について共通理解した上で対応した。

個に応じた支援体制の一つとして相談活動を実施し、小学生、中学生、高校生には「こども電話相談カード」を、保育所・幼稚園保護者には「子育て電話相談カード」を配布し、子ども、保護者等の相談に当たったり、通常巡回のほか、学校や関係機関等からの要請に応じた管内巡回パトロールを実施した。
少年育成センター、教育支援センターの職員が、非行防止の推進と不登校児童・生徒への早期対応を図るため、年２回、各小・中・高・幼稚園を訪問（交流訪問）した。
虐待防止の観点から、家庭児童相談室相談員が市内の幼稚園・保育所を定期的に巡回する虐待予防パトロールを実施した。
要保護児童対策地域協議会を開催し、情報交換や見守り依頼、関係機関の連携強化を図った。

	成果及び課題
	教育支援センターのスクールソーシャルワーカーが各校を巡回し、ケースに上がってくる前の段階で各課との情報共有ができていることは、早期解決に結びついている。
交流訪問は、非行防止の推進と不登校児童・生徒への早期対応にむけて、各校・園と連携を強める一助となった。
虐待予防パトロール：延べ１３４施設、３２９件
要保護児童対策地域協議会代表者会・実務者会３回、個別ケース検討会を延べ１０６回開催し、要保護児童対策について、市関係職員が互いに情報を共有し、対応策を考えることで、適切な対応ができている。

子ども虐待防止連携マニュアルを作成し、関係機関へ配布した。

	今後の取組
	学校・関係機関等からの要請に応じて、いつでも管内巡回パトロールを実施する。
非行の未然防止と不登校等への早期対応にむけて関係機関との連携の一つとして、交流訪問を年２回実施する。
虐待予防パトロールは、引き続き実施する。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
障がいのある子どもたち一人ひとりを把握して適宜、適切に指導していくことは、労苦があり、なかなか報われないものであろうが、教育の原点であり、子どもたちが社会の一員として生きる基盤を持つことができるよう、一層取り組んで欲しい。
　現在は、発達障がいへの対応が求められており、そういった中、学校教育課・子育て支援課とも指導に配慮を要する子どもたちへの支援をしっかり行っていることは、十分に評価できる。さらなる充実のため、気軽に相談できる体制を構築されたい。
　　虐待予防は、近年では重要であり、この点について、他市に比べ、充実が図られていると思われる。


２－⑤　社会の変化に対応した教育を推進する
【施策】情報通信技術を活用した情報教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校ネットパトロール事業
（学校教育課）
	学校に設置しているパソコンのインターネットによるトラブルを未然に防止するため，有害サイト・掲示板等にはアクセスできないようフィルタリングを行う。

	平成23年度の主な取組
	　アクセスするサイトが有害サイトかどうか判断し、ブロックする専用ソフトを学校に設置しているパソコンに導入しており、有害サイトにアクセスできないようフィルタリングを行った。

	成果及び課題
	　有害サイトへのアクセスをブロックした実績を、毎月報告を受け、適切にフィルタリングが行われていることを確認した。有害サイトへのアクセスによる問題も発生していない。

	今後の取組
	　継続してフィルタリングを行い、適切に実施されているかどうか確認する。


【施策】自然環境保全に配慮した環境教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	太陽光発電装置を使った環境学習事業
（学校教育課）
	　全ての中学校に整備した太陽光発電設備を有効に活用し，電力をキーワードとして環境学習に取り組む。

（対象：中学校）

	平成23年度の主な取組
	　３中学校に太陽光発電設備を整備し、環境に対する意識を高め、CO2 運動の実践に取り組んだ。

	成果及び課題
	　電気使用量を数値化することで、節電意識が向上し、他の活動につながってきている。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】国際社会に対応した国際理解教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	外国語指導助手配置事業

（学校教育課）
	小学校の外国語活動，中学校の英語科の指導を充実させるために，外国語指導助手を配置する。

	平成23年度の主な取組
	　外国語指導助手（ALT）を活用した授業の実施により、「生きた英語」に触れることができ、言語習得だけでなく、習慣や文化等
の違いも学ぶことによって、国際理解教育の充実を図った。

	成果及び課題
	　引田・白鳥・大内３地区に２名の外国語指導助手（ALT）を配置した。
中学校（３校）・・・　２９２回
小学校（７校）・・・　１０８回　、授業でALTを活用した。

	今後の取組
	　現状は３地区に２名の配置となっており、各学校のALT活用状況も含めて現場の声を聞きながら、効率よく配置をする。


	外国と親しむ事業
（新　規）
（子育て支援課）
	幼稚園に外国人の英語講師を迎え，遊びを通して英会話や文化の違いを体感させる。

	平成23年度の主な取組
	幼稚園・保育所の４・５歳児を対象に外国人講師を派遣した。　　

８月～２月までに各施設２日　１クラス３０分～５０分。

	成果及び課題
	外国人と触れ合う楽しさと、外国文化に触れる機会の充実を図り、遊びの中で楽しく英語に親しめた。
季節のイベント、幼児が親しみやすいテーマを取り上げることで講師の英語に夢中になり、遊びながら外国文化を考える力、好奇心の芽生えに繋がった。

	今後の取組
	年間の実施回数を増やし、効率よく巡回できるように取り組む。


【施策】勤労観，職業観を育てるキャリア教育や職業教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	職場体験協力支援事業
（学校教育課）
	中学校の職場体験学習に際して，受け入れ事業所等について各学校へ情報提供し，円滑な実施に努める。

	平成23年度の主な取組
	　中学校の職場体験学習受け入れの新規事業所はなし。
　市内２中学校で職場体験を実施した。

	成果及び課題
	　職場体験を行っている中学校では、受け入れ事業所との連携は行っているが、効果的なキャリア教育となるよう、一層の取組の充実が求められる。

	今後の取組
	　市内全中学校で円滑に職場体験が実施できるよう、問題点等を聞き取り、解決の方策を探る。そのため、平成２４年度は、県教委義務教育課と連携し、モデル的に引田中学校区で職場体験学習を実施する。その成果を次年度以降、市内中学校に広げる。


【事務点検評価委員からいただいた意見、提言】
　子どもたちが市内の事業所の現状や魅力を学ぶことができる職場体験学習が、一層充実することを期待したい。

情報化をはじめ国際化や環境問題など社会の変化に即応した教育を推進していくことは喫緊の課題であり、国際社会の一員として「地球規模でものを考え、何ができるか足元から行動する」ことの大切さを学ぶことができるよう、一層取り組んで欲しい。一方で、情報教育は喫緊の課題である。パソコンだけでなく携帯電話、特にスマホ対策も求められている。この点の指導の充実も図られたい。


























































































































































































基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし，社会の一員として生きる基盤を育てる





基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし，社会の一員として生きる基盤を育てる





基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし，社会の一員として生きる基盤を育てる





基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし，社会の一員として生きる基盤を育てる





基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし，社会の一員として生きる基盤を育てる





基本方針１　地域全体で教育の向上に取り組む
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